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【６ー１０．その他経費】
①その他経費の概要
②廃棄物処理費
③消耗品費
④補償費
⑤賃借料
⑥委託費
⑦損害保険料
⑧原子力損害賠償資金補助法一般負担金
⑨原賠・廃炉等支援機構一般負担金
⑩普及開発関係費
⑪養成費
⑫研究費
⑬諸費
⑭貸倒損
⑮共有設備費等分担額、同（貸方）
⑯建設分担関連費振替額（貸方）
⑰附帯事業営業費用分担関連費振替額（貸方）
⑱原子力廃止関連仮勘定償却費
⑲電力費振替勘定（貸方）
⑳社債発行費
㉑審査における論点
㉒審査の結果



⚫ 附帯事業営業費用分担関連費振替額（貸方）は、附帯事業の営業に間接に関連して要した
費用（一般管理部門の費用）を附帯事業営業費用に振り替えるものである。

⚫ 各事業者は、附帯事業営業費用予定に過去実績（振替率）を乗じるなどにより算定している。
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各事業者の申請概要（附帯事業営業費用分担関連費振替額（貸方））

北海道電力 東北電力 東京電力EP

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

附帯事業営業費用分担
関連費振替額（貸方）

▲24 ▲24 ▲3 800% ▲98 ▲84 ▲31 316% ▲469 ▲469 ▲513 91.4%

（単位：百万円、単位未満四捨五入）

北陸電力 中国電力

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

附帯事業営業費用分担
関連費振替額（貸方）

▲12 ▲12 ▲2 600% ▲250 ▲117 ▲117 214%

四国電力 沖縄電力

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

附帯事業営業費用分担
関連費振替額（貸方）

▲110 ▲56 ▲117 94% ▲36 ▲31 ▲5 720%

出典：事業者からの聞き取りにより、事務局で作成。
※「現行原価」：北海道・東北・四国は2013年料金改定時、東京は2012年料金改定時、北陸・中国・沖縄は2008年料金改定時のもの。託送原価相当を除く。
※「直近実績」：2021年度実績値。



⚫ 附帯事業営業費用分担関連費振替額（貸方）については、料金審査要領で、原価への算入
の考え方が示されている。

587

関係法令における規定（附帯事業営業費用分担関連費振替額（貸方））

みなし小売電気事業者特定小売供給約款料金審査要領（料金審査要領）

第２節 営業費
５．一般経費（委託費、消耗品費、普及開発関係費、研究費等）については、透明性を高める観点から、その他一括計上する項目を少なくし、費用の
内容が特定できるものは可能な限り個別査定を行う項目として件名化し、その算定内容を明らかにする。個別査定に当たっては、入札等を経たものは査定
を行うことなくそのまま原価として認めるが、入札等を行わないものは、例えば、技術革新の見込まれる案件はトップランナー基準や、申請事業者の類似事例
の入札実績及び過去の調達実績等を基に個別に原価を査定する。個別査定を行わない項目については、比較査定を実施することにより、経営効率化を
原価に反映させる。
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【６ー１０．その他経費】
①その他経費の概要
②廃棄物処理費
③消耗品費
④補償費
⑤賃借料
⑥委託費
⑦損害保険料
⑧原子力損害賠償資金補助法一般負担金
⑨原賠・廃炉等支援機構一般負担金
⑩普及開発関係費
⑪養成費
⑫研究費
⑬諸費
⑭貸倒損
⑮共有設備費等分担額、同（貸方）
⑯建設分担関連費振替額（貸方）
⑰附帯事業営業費用分担関連費振替額（貸方）
⑱原子力廃止関連仮勘定償却費
⑲電力費振替勘定（貸方）
⑳社債発行費
㉑審査における論点
㉒審査の結果



⚫ 「原子力廃止関連仮勘定償却費」とは、円滑な廃炉を促す環境を整備する観点から措置された
廃炉会計制度の一つであり、原子炉の運転を廃止した時に当該原子炉の運転のために保全が
必要な固定資産の帳簿価額等に関し、廃炉時に一括して費用計上するのではなく、資産計上
（原子力廃止関連仮勘定）した上で、一定期間をかけて償却・費用化するものである。

※資産計上にあたっては、経済産業大臣の承認を受けなければならない。

⚫ 原子力廃止関連仮勘定に計上することができる対象は以下のとおり。

✓ 原子炉の運転を廃止した時に当該原子炉の運転のために保全が必要な固定資産の帳簿価額（原子力
特定資産簿価を除き、建設仮勘定に計上された固定資産（原子炉の運転を廃止した後に竣工しない
ものに限る。）の帳簿価額を含む。）

✓ 原子炉の運転を廃止した時に当該原子炉に係る核燃料の帳簿価額

✓ 原子炉の廃止に伴って生ずる使用済燃料再処理等拠出金費及び核燃料の解体に要する費用

⚫ 「原子力廃止関連仮勘定償却費」は、託送料金の仕組みを利用して廃炉円滑化負担金相当
収益（控除収益）によって費用回収するものであり、託送料金による回収開始時期（2020
年10月）の残存簿価を基に算定（10年定額償却）する。

⚫ なお、中国電力（島根１号機）は、廃炉会計制度上の措置に基づき2015～18年度に償却
を実施・完了しているため、今回申請原価に計上はない。

589

各事業者の申請概要①（原子力廃止関連仮勘定償却費）
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各事業者の申請概要②（原子力廃止関連仮勘定償却費）
（単位：百万円、単位未満四捨五入）

東北電力（女川１号機） 四国電力（伊方１号機） 四国電力（伊方２号機）

資産残高
申請原価

(Ａ)
現行原価

(Ｂ)
増減

(Ａ／Ｂ)
資産残高

申請原価
(Ａ)

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

資産残高
申請原価

(Ａ)
現行原価

(Ｂ)
増減

(Ａ／Ｂ)

原子力発電設備 224 22 － － 1,285 128 － － 1,181 118 － －

建設仮勘定 4,218 422 － － 2,673 267 － － 709 71 － －

核燃料 4,645 465 － － 7,165 716 － － 6,370 637 － －

使用済燃料再処理等
拠出金費

13,433 1,343 － － 4,584 458 － － 9,953 995 － －

核燃料の解体に要する
費用

1,895 189 － － 4,660 466 － － 4,750 475 － －

合計 24,414 2,441 － － 20,367 2,037 － － 22,963 2,296 － －

出典：事業者からの聞き取りにより、事務局で作成。
※「資産残高」：2020年10月末時点。
※「現行原価」：東北・四国は2013年料金改定時のもの。託送原価相当を除く。



⚫ 原子力廃止関連仮勘定償却費については、料金審査要領で、原価への算入の考え方が示され
ている。
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関係法令における規定（原子力廃止関連仮勘定償却費）

みなし小売電気事業者特定小売供給約款料金審査要領（料金審査要領）

第２節 営業費
５．一般経費（委託費、消耗品費、普及開発関係費、研究費等）については、透明性を高める観点から、その他一括計上する項目を少なくし、費用の
内容が特定できるものは可能な限り個別査定を行う項目として件名化し、その算定内容を明らかにする。個別査定に当たっては、入札等を経たものは査定
を行うことなくそのまま原価として認めるが、入札等を行わないものは、例えば、技術革新の見込まれる案件はトップランナー基準や、申請事業者の類似事例
の入札実績及び過去の調達実績等を基に個別に原価を査定する。個別査定を行わない項目については、比較査定を実施することにより、経営効率化を
原価に反映させる。

電気事業会計規則（昭和40年通商産業省令第57号）（抜粋）

（原子力廃止関連仮勘定に関する特例）
第二十八条の五 対象発電事業者は、その運用する原子炉を廃止するために法第二十七条の二十七第三項の規定による届出をしようとする場合において、
原子炉の運転を廃止した時に当該原子炉の運転のために保全が必要な固定資産の帳簿価額（原子力特定資産簿価を除き、建設仮勘定に計上さ
れた固定資産（原子炉の運転を廃止した後に竣工しないものに限る。）の帳簿価額を含む。）及び当該原子炉に係る核燃料の帳簿価額（処分見込
額を除く。）（以下「原子力廃止関連仮勘定簿価」という。）並びに当該原子炉の廃止に伴つて生ずる使用済燃料再処理等拠出金費及び当該核燃
料の解体に要する費用に相当する額（以下「原子力廃止関連費用相当額」という。）を原子力廃止関連仮勘定に振り替え、又は計上しようとするとき
は、振り替え、又は計上しようとする資産等の項目について経済産業大臣の承認を受けなければならない。この場合において、原子力廃止関連仮勘定
簿価に振り替えようとする資産項目は原子力廃止関連準備資産として区分して整理する。
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【６ー１０．その他経費】
①その他経費の概要
②廃棄物処理費
③消耗品費
④補償費
⑤賃借料
⑥委託費
⑦損害保険料
⑧原子力損害賠償資金補助法一般負担金
⑨原賠・廃炉等支援機構一般負担金
⑩普及開発関係費
⑪養成費
⑫研究費
⑬諸費
⑭貸倒損
⑮共有設備費等分担額、同（貸方）
⑯建設分担関連費振替額（貸方）
⑰附帯事業営業費用分担関連費振替額（貸方）
⑱原子力廃止関連仮勘定償却費
⑲電力費振替勘定（貸方）
⑳社債発行費
㉑審査における論点
㉒審査の結果



⚫ 電力費振替勘定（貸方）は、建設工事・附帯事業のために自家使用した電気の使用量及び
使用状況に応ずる金額を、電気事業営業費用から控除するものである。各事業者は、計画電
力量と電力単価を基に算定している。
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各事業者の申請概要（電力費振替勘定（貸方））

北海道電力 東北電力 東京電力EP

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

電力費振替額(貸方) ▲26 ▲5 ▲28 93% ▲120 ▲314 ▲143 84% － － ▲108 ー

北陸電力 中国電力

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

電力費振替額(貸方) － ▲12 － － ▲2,225 ▲1,044 ▲289 770%

（単位：百万円、単位未満四捨五入）

四国電力 沖縄電力

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

電力費振替額(貸方) ▲287 ▲322 ▲176 163% ▲1 ▲0 ▲21 5%

出典：事業者からの聞き取りにより、事務局で作成。
※「現行原価」：北海道・東北・四国は2013年料金改定時、東京は2012年料金改定時、北陸・中国・沖縄は2008年料金改定時のもの。託送原価相当を除く。
※「直近実績」：2021年度実績値。



⚫ 電力費振替勘定（貸方）については、料金審査要領で、原価への算入の考え方が示されて
いる。
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関係法令における規定（電力費振替勘定（貸方））

みなし小売電気事業者特定小売供給約款料金審査要領（料金審査要領）

第２節 営業費
５．一般経費（委託費、消耗品費、普及開発関係費、研究費等）については、透明性を高める観点から、その他一括計上する項目を少なくし、費用の
内容が特定できるものは可能な限り個別査定を行う項目として件名化し、その算定内容を明らかにする。個別査定に当たっては、入札等を経たものは査定
を行うことなくそのまま原価として認めるが、入札等を行わないものは、例えば、技術革新の見込まれる案件はトップランナー基準や、申請事業者の類似事例
の入札実績及び過去の調達実績等を基に個別に原価を査定する。個別査定を行わない項目については、比較査定を実施することにより、経営効率化を
原価に反映させる。
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【６ー１０．その他経費】
①その他経費の概要
②廃棄物処理費
③消耗品費
④補償費
⑤賃借料
⑥委託費
⑦損害保険料
⑧原子力損害賠償資金補助法一般負担金
⑨原賠・廃炉等支援機構一般負担金
⑩普及開発関係費
⑪養成費
⑫研究費
⑬諸費
⑭貸倒損
⑮共有設備費等分担額、同（貸方）
⑯建設分担関連費振替額（貸方）
⑰附帯事業営業費用分担関連費振替額（貸方）
⑱原子力廃止関連仮勘定償却費
⑲電力費振替勘定（貸方）
⑳社債発行費
㉑審査における論点
㉒審査の結果



⚫ 社債発行費は、社債発行に際してかかる費用であり、金融機関・証券会社の取扱手数料、
社債管理者へ支払う業務委託費用、監査法人に対して支払うコンフォートレターの作成費用
等が計上されている。各事業者は、社債発行の見通しや過去実績に基づき算定している。
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各事業者の申請概要（社債発行費）

北海道電力 東北電力 東京電力EP

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

社債発行費 373 245 116 322% 447 430 187 240% 8 1 － －

北陸電力 中国電力

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

社債発行費 352 273 100 352% 529 920 119 445%

（単位：百万円、単位未満四捨五入）

四国電力 沖縄電力

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

申請原価
(Ａ)

直近実績
【参考】

現行原価
(Ｂ)

増減
(Ａ／Ｂ)

社債発行費 231 245 47 492% 14 12 28 50%

出典：事業者からの聞き取りにより、事務局で作成。
※「現行原価」：北海道・東北・四国は2013年料金改定時、東京は2012年料金改定時、北陸・中国・沖縄は2008年料金改定時のもの。託送原価相当を除く。
※「直近実績」：2021年度実績値。



⚫ 社債発行費については、料金審査要領で、原価への算入の考え方が示されている。
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関係法令における規定（社債発行費）

みなし小売電気事業者特定小売供給約款料金審査要領（料金審査要領）

第２節 営業費
５．一般経費（委託費、消耗品費、普及開発関係費、研究費等）については、透明性を高める観点から、その他一括計上する項目を少なくし、費用の
内容が特定できるものは可能な限り個別査定を行う項目として件名化し、その算定内容を明らかにする。個別査定に当たっては、入札等を経たものは査定
を行うことなくそのまま原価として認めるが、入札等を行わないものは、例えば、技術革新の見込まれる案件はトップランナー基準や、申請事業者の類似事例
の入札実績及び過去の調達実績等を基に個別に原価を査定する。個別査定を行わない項目については、比較査定を実施することにより、経営効率化を
原価に反映させる。
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【６ー１０．その他経費】
①その他経費の概要
②廃棄物処理費
③消耗品費
④補償費
⑤賃借料
⑥委託費
⑦損害保険料
⑧原子力損害賠償資金補助法一般負担金
⑨原賠・廃炉等支援機構一般負担金
⑩普及開発関係費
⑪養成費
⑫研究費
⑬諸費
⑭貸倒損
⑮共有設備費等分担額、同（貸方）
⑯建設分担関連費振替額（貸方）
⑰附帯事業営業費用分担関連費振替額（貸方）
⑱原子力廃止関連仮勘定償却費
⑲電力費振替勘定（貸方）
⑳社債発行費
㉑審査における論点
㉒審査の結果



【共通】

⚫ その他経費については、料金算定規則において、実績値等を基に算定することとなっているが、
今回の申請がそれに沿ったものとなっているか。

⚫ また、料金審査要領において、原価への算入を認めないこととされている費用については、今回の
申請に織り込まれていないか。

【個別論点の例】

⚫ 廃棄物処理費について、中国電力は2021年度の灰発生率をベースに、2022年度上期の実績
及び2023年度の灰発生率の増加見込みを加算して、灰処理費を算定しているが、これをどの
ように考えるか。

⚫ 脱炭素化に関する費用について、料金審査要領に記載は無いところ、委託費・普及開発関係
費・研究費などに多くの案件が含まれているが、電気事業の運営に必要不可欠なもののみ原価
に織り込まれているか。

⚫ 研究費などにおいて、販売促進を目的とした費用が原価に算入されていないか。

⚫ 普及開発関係費について、電気事業の運営に当たって厳に必要なものであるか。特に、東北・
四国では、前回の料金値上げ（2013年）の原価を大きく上回る普及開発関係費が織り込ま
れている。

（続く）
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審査における論点①（その他経費）



（続き）

⚫ 賃借料について、事務所用ビルの賃料などは、周辺物件の賃料水準と比較して、適切な水準と
なっているか。

⚫ 団体費について、料金審査要領において、「合理的な理由がある場合には、当該費用の額及び
内容を公表することを前提に原価への算入を認める」こととなっているが、今回の料金改定申請に
織り込んだ団体について、その織り込み理由は合理的か。また、当該費用の額・内容が公表さ
れていない場合、これをどのように考えるか。

⚫ 貸倒損について、一時的な特例措置によって未回収の電気料金等の売上債権が増加し、貸倒
引当金の増額等が必要となる場合が考えられるが、このような一時的な特例措置に伴う費用を
料金原価に算入することについて、どのように考えるか。
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審査における論点②（その他経費）
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【６ー１０．その他経費】
①その他経費の概要
②廃棄物処理費
③消耗品費
④補償費
⑤賃借料
⑥委託費
⑦損害保険料
⑧原子力損害賠償資金補助法一般負担金
⑨原賠・廃炉等支援機構一般負担金
⑩普及開発関係費
⑪養成費
⑫研究費
⑬諸費
⑭貸倒損
⑮共有設備費等分担額、同（貸方）
⑯建設分担関連費振替額（貸方）
⑰附帯事業営業費用分担関連費振替額（貸方）
⑱原子力廃止関連仮勘定償却費
⑲電力費振替勘定（貸方）
⑳社債発行費
㉑審査における論点
㉒審査の結果



■北海道電力

⚫ 苫小牧発電所で使用するアンモニア購入単価について、実績単価を上回る部分を料金原価から
減額する。

■東北電力

⚫ 能代火力発電所で使用するアンモニア購入単価について、実績単価を上回る部分を料金原価
から減額する。

■中国電力

⚫ 石炭灰処理費の算定根拠となる灰発生率について、他事業者と異なる方法で算定していたが、
過去の実績値を基に算定しているものであることを確認した。

■沖縄電力

⚫ 石炭灰処理に係る契約単価について、実績単価を上回る部分を料金原価から減額する。
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審査の結果①（その他経費／廃棄物処理費）



■北海道電力

⚫ 図書費について、他の事業者の1人当たりの費用と比較し、過大となっている部分を料金原価から
減額する。

⚫ 什器工具費について、過去実績を基に一括計上しているところ、当該実績値に含まれている机・
椅子・家電の買い替え分などは、料金改定申請を行う状況下における費用の優先度を踏まえ、
当該実績値から控除した上で再算定し、これに基づき料金原価から減額する。

■東北電力

⚫ 図書費について、他の事業者の1人当たりの費用と比較し、過大となっている部分を料金原価から
減額する。

⚫ 什器工具費について、過去実績を基に一括計上しているところ、当該実績値に含まれている机・
椅子・家電の買い替え分などは、料金改定申請を行う状況下における費用の優先度を踏まえ、
当該実績値から控除した上で再算定し、これに基づき料金原価から減額する。

⚫ 印刷費、封筒作成等に係る費用については、直近実績を上回る部分を料金原価から減額する。
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審査の結果②（その他経費／消耗品費）



■東京電力

⚫ カスタマーセンター運営に伴う恒常的な事務用品などは、直近実績に、原価算定期間で追加的に
費用の発生が見込まれるものを加えた額を上限として、上限超過分は料金原価から減額する。

⚫ 社内PCやコピー用紙などの購入費用について、単価などの根拠が不明な部分は、料金原価から
減額する。

■北陸電力

⚫ 什器工具費について、過去実績を基に一括計上しているところ、当該実績値に含まれているPHS
やPCなどの買い替え分は、原価算定期間に発生する見込みが無いため、当該実績値から控除
した上で再算定し、料金原価から減額する。

⚫ 事務用品費について、過去実績を基に一括計上しているところ、当該実績値に含まれている帳票
作成費用やソフトウェアライセンス料は、原価算定期間に発生する見込みが無いため、当該実績
値から控除した上で再算定し、料金原価から減額する。

⚫ 設備保全システムの改修に伴うライセンス追加購入費用について、料金改定申請を行う状況下に
おける費用の優先度を踏まえ、料金原価から減額する。

⚫ 新聞や書籍などの購入費について、自主カット分を適切に反映出来ていなかったことから、当該分
を料金原価から減額する。
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審査の結果③（その他経費／消耗品費）



■中国電力

⚫ 什器工具費について、過去実績を基に一括計上しているところ、当該実績値に含まれている机・
椅子・書棚の買い替え分などは、料金改定申請を行う状況下における費用の優先度を踏まえ、
当該実績値から控除した上で再算定し、これに基づき料金原価から減額する。

⚫ 事務用品費について、過去実績を基に一括計上しているところ、当該実績値に含まれている家電
や飛沫防止用パーテーションの買い替え分などは、料金改定申請を行う状況下における費用の
優先度を踏まえ、当該実績値から控除した上で再算定し、これに基づき料金原価から減額する。

⚫ 料金改定に伴う約款・要綱の印刷費のうち、2024～25年度分に関し、当該期間に費用の発生
が明確に見込まれないことから、料金原価から減額する。

■四国電力

⚫ EV充電サービスに係る印刷費などについて、料金改定申請を行う状況下における費用の優先度
を踏まえ、料金原価から減額する。
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審査の結果④（その他経費／消耗品費）



■沖縄電力

⚫ 図書費について、他の事業者の1人当たりの費用と比較し、過大となっている部分を料金原価から
減額する。

⚫ 潤滑油脂の購入費用について、過去実績を上回る部分は、料金原価から減額する。

⚫ 光熱費について、送配電事業用電力料の控除分の算定誤りを修正し、料金原価から減額する。
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審査の結果⑤（その他経費／消耗品費）



■北陸電力

⚫ 汚染負荷量賦課金について、過去実績に基づいて合理的に算定した額を上回る部分は、料金
原価から減額する。

⚫ 臨時的補償費（例：発電所周辺の浚渫工事による補償費）について、事業の実施時期などを
合理的に説明できない部分は、料金原価から減額する。

⚫ 臨時的補償費・損害賠償費のうち、過去実績を基に一括計上しているものについて、算定根拠と
なる過去実績の採録誤りを修正し、料金原価に反映する。

■沖縄電力

⚫ 汚染負荷量賦課金について、過去実績に基づいて合理的に算定した額を上回る部分は、料金
原価から減額する。
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審査の結果⑥（その他経費／補償費）



■北海道電力

⚫ 設備賃借料について、過去実績に基づいて算定している項目中に、原価算定期間で発生する
見込みの無い費用が算入されていたことから、当該費用分を料金原価から減額する。

■東北電力

⚫ 社宅や寮などの借地借家料について、合理的な理由無く、周辺物件の平均的な水準を上回って
いる場合などは、当該超過分を料金原価から減額する。

■東京電力EP

⚫ 販売促進のための借家料及び電気事業に供しない設備の賃借料を料金原価から除く。

■北陸電力

⚫ 社宅や寮の借地借家料などについて、合理的な理由無く、周辺物件の平均的な水準を上回って
いる場合などは、当該超過分を料金原価から減額する。

■中国電力

⚫ 工事の実施が確定していないものの、その準備段階として、各種調査などを行った場合の費用
（建設準備口）であって、原価算定期間中に建設工事口に計上する予定が無いものに関する
賃借料については、設備投資における査定の整理を踏まえて、料金原価から除く。
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審査の結果⑦（その他経費／賃借料）



■四国電力

⚫ 社宅や寮などの借地借家料について、合理的な理由無く、入居率が90％未満となる場合などは、
料金原価から減額する。

⚫ 道路占用料について、標識の設置等に係る占用料の一部計上誤りを修正することにより料金原
価から減額する。

■沖縄電力

⚫ 社宅や寮などの借地借家料について、合理的な理由無く、周辺物件の平均的な水準を上回って
いる場合などは、当該超過分を料金原価から減額する。
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審査の結果⑧（その他経費／賃借料）



■北海道電力

⚫ 原子力の再稼働に関する委託費用のうち、再稼働時期に応じて追加的に必要となる費用
（例：使用前事業者検査に係る委託費用）については、修繕費における整理と同様に、料金
原価への算入を認めない。

⚫ 住宅設備の省エネ・電化機器に関する問合せ対応費用について、電気事業の運営に不可欠と
言えないことから料金原価から除く。

⚫ 料金の請求等に関する業務委託費用について、過大となっている費用（退職金及び厚生費）を
料金原価から減額する。

⚫ 集金代行業務に係る委託費用のうち、手数料率の見直しに伴って再算定し、申請額を上回る分
については、料金原価への算入を認めない。

■東北電力

⚫ Web受付業務に含まれる加入促進施策などの販売促進に係る費用等の優先度が低い費用を
料金原価から除く。
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審査の結果⑨（その他経費／委託費）



■東京電力EP

⚫ 電気料金の収納代行などに係る委託費用については、実績単価を上回る部分は料金原価から
減額する。

⚫ 節電や省エネ推進を目的とした委託費用（省エネプログラム）やメディアトレーニングの支援業務
などに係る費用について、料金改定申請を行う状況下における費用の優先度を踏まえ、料金
原価から減額する。

⚫ 太陽光発電の設置・運用などを行う事業（オンサイトPV）などに係る委託費用については、電気
事業の運営に不可欠と言えないことから、料金原価から減額する。

⚫ 本社業務の一部委託等に係る費用について、過去実績を上回る部分は料金原価から減額する。

■北陸電力

⚫ 原子力発電所の再稼働に係る委託費用のうち、審査の進捗に応じて追加的に必要となる費用に
ついては、その実施時期等を合理的に説明できない部分を料金原価から減額する。

⚫ 「北陸電力グループのカーボンニュートラル達成に向けたロードマップ」の目標値（2030年代早期
に再エネ開発量＋100万kW以上）達成のための新規水力開発や陸上風力の調査・設計に
係る委託費用等については、料金改定申請を行う状況下における費用の優先度を踏まえ、料金
原価から減額する。

⚫ 不動産会社向けのポータルサイトの改修費用等については、料金改定申請を行う状況下における
費用の優先度を考慮し、料金原価から除く。
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審査の結果⑩（その他経費／委託費）



■中国電力

⚫ 地域の脱炭素化に向けた調査委託費用や、販売促進に係るシステム改修など、優先度が低い
費用を料金原価から除く。

⚫ 工事の実施が確定していないものの、その準備段階として、各種調査などを行った場合の費用
（建設準備口）であって、原価算定期間中に建設工事口に計上する予定が無いものに関する
委託費については、設備投資における査定の整理を踏まえて、料金原価から除く。

■四国電力

⚫ 将来の課題解決のためのシステム関連委託費用、新規ビジネスや新サービスの検討に係る委託
費用等については、料金改定申請を行う状況下における費用の優先度を考慮し、料金原価から
除く。

⚫ 経理関連業務の委託について、過去実績を上回る部分については、料金原価を減額する。

■沖縄電力

⚫ 地域振興に係る費用や原価算定期間に具体的な計画のない調査委託費用などについては、料
金改定申請を行う状況下における費用の優先度を考慮し、料金原価から除く。

⚫ 相談役に係る費用（専用車の運転業務）を料金原価から除く。
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審査の結果⑪（その他経費／委託費）



■四国電力

⚫ 太陽光発電の設置・運用などを行う事業（PVサービス）などに係る損害保険料について、料金
改定申請を行う状況下における費用の優先度を考慮し、料金原価から減額する。

⚫ 火災保険料について、西条火力発電所リプレースに伴う増額分の加算誤りを修正することにより
料金原価から減額する。
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審査の結果⑫（その他経費／損害保険料）



【原子力損害賠償資金補助法一般負担金】

⚫ 「原子力損害の補完的な補償に関する条約の実施に伴う原子力損害賠償資金の補助等に関
する法律」に基づいて算定されていることを確認した。

【原賠・廃炉等支援機構一般負担金】

⚫ 「原子力損害賠償・廃炉支援機構法」に基づいて算定されていることを確認した。
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審査の結果⑬（その他経費／原子力損害賠償資金補助法一般負担金など）



■北海道電力

⚫ 販売促進の側面が強い省エネ推進を目的とした費用や、主に電源立地地域を対象としていない
発電施設などの施設見学会に係る費用など、優先度が低い費用を料金原価から除く。

⚫ PR館に付随する科学・地域展示の管理費など、電気事業に供しない施設に係る費用を料金
原価から除く。

⚫ パンフレット等による情報提供のうち、電気事業の運営上必要不可欠とは言えない情報提供
（例：観光情報）に係る費用を料金原価から除く。

■東北電力

⚫ 販売促進の側面が強い節電や省エネ推進を目的とした費用や、脱炭素に関するPR費用、地域
イベント支援に係る費用など、優先度が低い費用を料金原価から除く。

⚫ PR館に付随する植物園の管理費など、電気事業に供しない施設に係る費用を料金原価から除く。

⚫ パンフレット等による情報提供のうち、電気事業の運営上必要不可欠とは言えない情報提供
（例：観光情報）に係る費用を料金原価から除く。

■東京電力EP

⚫ 販売促進の側面が強い節電や省エネ推進を目的とした費用や、脱炭素に関するPR費用など、
優先度が低い費用を料金原価から除く。
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審査の結果⑭（その他経費／普及開発関係費）



■北陸電力

⚫ 販売促進の側面が強い脱炭素化に向けた新サービスに係る費用や、主に電源立地地域を対象
としていない発電施設などの施設見学会に係る費用など、優先度が低い費用を料金原価から除く。

⚫ PR館に付随するテラスなどの電気事業に供しない施設に係る費用を料金原価から除く。

⚫ パンフレット等による情報提供のうち、電気事業の運営上必要不可欠とは言えない情報提供
（例：観光情報）に係る費用を料金原価から除く。

■中国電力

⚫ 主に電源立地地域を対象としていない発電施設などの施設見学会に係る費用など、優先度が
低い費用を料金原価から除く。

■四国電力

⚫ 販売促進の側面が強い節電を目的とした費用や、主に電源立地地域を対象としていない発電
施設などの施設見学会に係る費用など、優先度が低い費用を料金原価から除く。

⚫ PR館に付随する観光案内などの電気事業に供しない施設に係る費用を料金原価から除く。

⚫ パンフレット等による情報提供のうち、電気事業の運営上必要不可欠とは言えない情報提供
（例：観光情報）に係る費用を料金原価から除く。
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審査の結果⑮（その他経費／普及開発関係費）



■沖縄電力

⚫ 地域交流イベントや環境教育に係る費用など、優先度が低い費用を料金原価から除く。

⚫ 施設見学会のノベルティに係る費用など、電気事業の運営上必要不可欠と言えない費用を料金
原価から除く。
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審査の結果⑯（その他経費／普及開発関係費）



■北海道電力

⚫ 省エネに係る研修など、優先度が低い費用を料金原価から除く。

■東北電力

⚫ DX研修に係る費用や販売促進に係る研修費用など、優先度が低い費用を料金原価から除く。

⚫ 電気事業の運営上必要不可欠と言えない費用（例：資格取得に伴う祝金）を料金原価から
除く。

■東京電力EP

⚫ 電化に係る研修費用など、優先度が低い費用を料金原価から除く。

⚫ 電気事業の運営上必要不可欠と言えない費用（例：資格取得に伴う祝金）を料金原価から
除く。

■北陸電力

⚫ 自己啓発に係る研修費用など、優先度が低い費用を料金原価から除く。

■中国電力

⚫ 省エネに係る研修など、優先度が低い費用を料金原価から除く。
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審査の結果⑰（その他経費／養成費）



■四国電力

⚫ 他業種への短期派遣に係る費用など、優先度が低い費用を料金原価から除く。

⚫ 電気事業の運営上必要不可欠と言えない費用（例：資格取得に伴う祝金）を料金原価から
除く。

■沖縄電力

⚫ 省エネに係る研修など、優先度が低い費用を料金原価から除く。

⚫ 電気事業の運営上必要不可欠と言えない費用（例：異業種交流に関するセミナー）を料金
原価から除く。
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審査の結果⑱（その他経費／養成費）



■北海道電力

⚫ 自社研究費において、費用の優先度が低い新たなエネルギーサービスの実用化研究などを、料金
原価から減額する。

■東北電力

⚫ 電中研の分担金及び自社研究費において、費用の優先度が低い販売促進に係る研究などを、
料金原価から減額する。

■東京電力EP

⚫ 電中研の分担金及び自社研究費において、費用の優先度が低い脱炭素化や電化に係る研究
等を料金原価から減額する。

■北陸電力

⚫ 電中研の分担金及び自社研究費において、費用の優先度が低い環境・社会に関する研究や、
団体費としての性格を持つ活動費用などを料金原価から減額する。

■中国電力

⚫ 電中研の分担金及び自社研究費において、費用の優先度が低い地域の脱炭素化や地域振興
のための研究などを料金原価から減額する。
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審査の結果⑲（その他経費／研究費）



■四国電力

⚫ 電中研の分担金及び自社研究費において、費用の優先度が低い環境・社会に関する研究などを
料金原価から減額する。

■沖縄電力

⚫ 電中研の分担金及び自社研究費において、農業ビジネスや地域貢献に係る研究や費用の優先
度の低い研究、団体費としての性格を持つ活動費用などを料金原価から減額する。
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審査の結果⑳（その他経費／研究費）



■共通

⚫ 寄付金について、料金審査要領のとおり、料金原価へ算入されていないことを確認した。

⚫ 団体費について、合理的でないものは料金原価への算入を認めないが、以下の団体については、
事業目的など合理的な理由があると考えられる。

⚫ 北海道電力の「北海道地区広域共同防災協議会」と、中国電力の「水島コンビナート地区保安
防災協議会・瀬戸内地区広域共同防災協議会」も、事業目的など合理的な理由があると考え
られる。
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審査の結果㉑（その他経費／諸費）

団体名称 北海道電力 東北電力 東京電力EP 北陸電力 中国電力 四国電力 沖縄電力

海外電力調査会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

海外再処理委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー

原子力安全推進協会 ○ ○ ー ○ ○ ○ ー

世界原子力発電事業者協
会東京センター

○ ○ ー ○ ○ ○ ー

日本卸電力取引所 ○ ー ○ ○ ○ ○ ー

原子力緊急事態支援組織 ○ ー ー ー ー ○ ー

電力広域的運営推進機関 ー ー ー ○ ー ○ ○

原子力環境整備促進・資金管
理センター

ー ー ー ー ー ○ ー

福島相双復興推進機構 ー ー ○ ー ー ー ー



■北海道電力

⚫ 団体費のうち、電力ISAC及び原子力エネルギー協議会については、料金改定申請が必要な
状況下における費用の優先度を考慮し、料金原価から除く。

⚫ 原子力発電所の再稼働に関する旅費について、過去実績を上回る部分は、料金原価から減額
する。

⚫ 電気事業の運営上必要不可欠と言えない費用（例：奨励金）を料金原価から除く。

■東北電力

⚫ 団体費のうち、原子力エネルギー協議会については、料金改定申請が必要な状況下における
費用の優先度を考慮し、料金原価から除く。

⚫ 販売促進に係る料金プラン加入案内DMの郵便料については、料金改定申請が必要な状況下
における費用の優先度を考慮し、料金原価から除く。

⚫ 電気事業の運営上必要不可欠と言えない費用（例：表彰金）を料金原価から除く。

■東京電力EP

⚫ 省エネオペレーションサービスに関する業務委託に係る費用は、料金改定申請が必要な状況下に
おける費用の優先度を考慮し、料金原価から除く。
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審査の結果㉒（その他経費／諸費）



■北陸電力

⚫ 電気事業の運営上必要不可欠と言えない費用（例：年功慰労金）を料金原価から除く。

■中国電力

⚫ モバイル端末の更新に伴い不要となった通信費用や販売促進に係る通信費用等を料金原価から
減額する。

⚫ 工事の実施が確定していないものの、その準備段階として、各種調査などを行った場合の費用で
あって、原価算定期間中に建設工事口に計上する予定が無いものに係る諸費については、設備
投資の整理を踏まえて、料金原価から除く。

⚫ 電気事業の運営上必要不可欠と言えない費用（例：表彰金）を料金原価から除く。
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審査の結果㉓（その他経費／諸費）



■四国電力

⚫ 団体費のうち、原子力エネルギー協議会については、料金改定申請が必要な状況下における
費用の優先度を考慮し、料金原価から除く。

⚫ EV充電サービスに係る費用については、料金改定申請を行う状況下における費用の優先度を
考慮し、料金原価から除く。

⚫ 人件費（委託集金費）の査定を反映し、郵送料を料金原価から減額する。

■沖縄電力

⚫ 通信運搬費について、過去実績を上回る部分は料金原価から減額する。

⚫ 電気事業の運営上必要不可欠と言えない費用（例：表彰金）を料金原価から除く。
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審査の結果㉔（その他経費／諸費）



■７事業者（共通）

⚫ 一時的な特例措置に伴う費用は、料金原価から減額する。

⚫ また、貸倒損の算定にあたり、原価算定期間中の電灯・電力料収入を用いる場合には、今回の
審査に伴う査定を収入に反映し、それに基づいて貸倒損を計上する。
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審査の結果㉕（その他経費／貸倒損）



【共有設備費等分担額、同（貸方）】

◼ ７事業者（共通）

⚫ 既存の協定書又は実施計画書に基づいて、適正に算定されていることを確認した。

【建設分担関連費振替額（貸方）】

◼ ７事業者（共通）

⚫ 電気事業及び附帯事業の建設工事計画等に基づき適切に算定されてることを確認した。

【附帯事業営業費用分担関連費振替額（貸方）】

◼ ７事業者（共通）

⚫ 過去の附帯事業営業費用分担関連費振替額実績等に基づき適正に算定されていることを確認
した。
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審査の結果㉖（その他経費／共有設備費等分担額、同（貸方）など）



【原子力廃止関連仮勘定償却費】

■東北電力・四国電力

⚫ 原子力廃止関連仮勘定に計上されている額に基づき、適正に算定されていることを確認した。

【電力費振替勘定（貸方）】

■東北電力

⚫ 電力費振替勘定（貸方）の算定において、附帯事業用の振替単価の誤りを修正することにより
料金原価から減額する。

■北陸電力

⚫ 北陸電力は、電力費振替勘定（貸方）を計上していなかったところ、計画電力量と振替単価に
基づき、原価算定期間に発生すると見込まれる額を料金原価に反映する。

【社債発行費】

■７事業者（共通）

⚫ 過去の支払実績や、実施計画などに基づき、適正に算定されていることを確認した。
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審査の結果㉗（その他経費／原子力廃止関連仮勘定償却費等）




